
































































































がある場合に限り認められる｣ ( ‒          ) として, 従来の５年よりも長い償却
















ない｣ ( ‒          )｡ もちろん, ｢の
れんの償却費は損益計算書に区別して表示し
なければならない｣ ( ‒          )｡






表に表示しなければならない｣ ( ‒          )｡ また, 負ののれんは, 貸借対照表
に区別して表示しなければならないが, ｢場
合によっては, 他の企業結合から表示された
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２) 本稿における, 基準書からの引用, 参照は,
項番のみをつけることとする｡ ドイツの場合は   ＝         , 英文の場合は     ＝          を用いる｡
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(３) 『無形資産』 (E‒DRS 14)
上記の ‒     を公表した直後に, 無
形資産についての包括的な規定を行った公開


































































り償却されなければならない｣ ( ‒           ) が, その期間は  年を越えないもの
































版権, ソフトウエア, ライセンス, フランチ
ャイズ契約, 著作権, 特許権, その他の営業






































に, 状況報告書は, 知的資本 (                 ) について推奨される｡ できるだけ













































１) を認めていた｡ この規準草案は, 税法上
認められる償却の計上に関する選択権を廃止
する｡
２ 価値回復 ( ‒           )    年以降の税軽減法により, これまで存
在した税法上の保持選択権 (旧所得税法第６




































ぎの特別な規則に存在する：      ,   ,  ,   ,   ,   ,   ,   ,    並びに     
のつぎの基準：     ‒ ,   ‒ , 及び  ‒ ｡









































ｂ) 将来の利用 (内部あるいは外部) の





















































し, また, 評価基準に ｢製造原価｣ を加える
ことにより, 自己創設無形資産の評価ができ





































諸表における企業結合』,  ‒    ：                                           .  .
公開草案ドイツ会計基準第１ 号 『商法第    条にしたがって免責された連結財務諸
表 のれん及びその他の固定資産に属する無
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